
番号 ご意見・ご要望の対象訓練 ご意見・ご要望の要旨 回答

1 訓練共通
委託費等（公共職業訓練（委託訓練）における訓練実施経費、求職者支援訓練における認定職
業訓練実施基本奨励金）の単価を上げてほしい。

訓練コースの質・量の確保のため、令和７年度予算概算要求
において、公共職業訓練（委託訓練）の知識等習得コース及
び求職者支援訓練の委託費等の単価について１人当たり月
3,000円の引き上げを盛り込んでいます。

2 訓練共通
キャリアコンサルティングを必須とする理由を教えてほしい。
ハローワークにもキャリアコンサルタントが配置されているため、ハローワークで実施すれば
よいのではないか。

産業構造の変化、技術革新の進展等が進む中において、労働
者が主体的に職業生活設計や職業能力の開発及びその向上を
行うためには、キャリアコンサルタントによる相談等の援助
を行うことが効果的です。訓練受講者が身近に、必要な時に
キャリアコンサルティングを受けることができる環境整備を
図るため、その必要性について公共職業訓練（委託訓練）で
は職業能力開発法第23条第4項にキャリアコンサルタントに
よる相談の機会の確保を規定し、求職者支援訓練では求職者
支援法施行規則第2条第14号に訓練の認定要件としてキャリ
アコンサルティングの実施を規定しているところです。ご理
解いただきますようお願いします。

ハロートレーニングに対する民間教育訓練実施機関からのご意見・ご要望に対する回答（令和５年10月1日から令和６年３月31日まで）

・件数 14件
 ※件数は、送信フォームに送付された件数であり、１つの送信フォームで複数のご意見・ご要望について記載があったものは、１件とカウントしております。
 ※上記の件数から、民間教育訓練実施機関からのハロートレーニングの運営や事務手続等以外のご意見・ご要望は除いております。
・お寄せいただいたご意見・ご要望のうち、同内容のものは集約して取りまとめております。

参考資料７
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番号 ご意見・ご要望の対象訓練 ご意見・ご要望の要旨 回答

3 訓練共通
委託費等（公共職業訓練（委託訓練）における訓練実施経費、求職者支援訓練における認定職
業訓練実施基本奨励金）の支給について「1人1月当たり」でなく、「1コース当たり」での支給
としてほしい。

委託訓練及び求職者支援訓練は、効果的な職業訓練の実施に
より、多くの受講者に技能習得を確保していただくことを目
的に実施しているものであるため、委託費及び認定職業訓練
実施奨励金は訓練実績（訓練生の数）に応じて支給すること
としております。ご理解いただきますようお願いします。

4 受講あっせん関係 受講申込書に受講希望者のメールアドレスを記入する欄を設けてほしい。

今年度より、申込者本人が訓練実施施設との連絡方法につい
てメールを希望する場合には、受講申込書（様式C-1）（第
１面）の欄外に本人のメールアドレスを記載することとして
おります。

5 受講あっせん関係 ハローワークによる就職支援計画書の作成が遅いことがあるため、早期作成をお願いしたい。
訓練開始日の前日以前にも就職支援計画書の作成を行うこと
は可能としていますので、ハローワークと適宜調整していた
だきますようお願いします。

6 受講あっせん関係
訓練募集案内を訓練校から必要部数印刷の上各ハローワークへ郵送しているが、各ハローワー
クで印刷してもらいたい。

開講する訓練コースも多いため、ハローワークで個別に印刷
を行うことは困難であること、また印刷にかかる予算の措置
等も必要となることから、引き続き訓練校で印刷し送付して
いただきますようお願いします。
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番号 ご意見・ご要望の対象訓練 ご意見・ご要望の要旨 回答

7 受講あっせん関係 訓練コースを必ず開講できるよう、応募者をしっかり確保してほしい。

引き続き、ハローワークにおける制度の一層の周知に努めま
す。また、都道府県の実施する委託訓練については、開講時
期の柔軟化等、応募・受講しやすくする対応の検討を都道府
県に依頼しております。

8 受講あっせん関係
ハローワークから送信される求職者の緊要度に関する資料について、PDFで送信される場合や
Excelで送信される場合があり統一されていないため、事務処理の効率化の観点からPDFで送信
することで統一してほしい。

ご意見を踏まえ、ファイル形式を統一する方向で検討しま
す。

9 受講あっせん関係 訓練受講予定者について、訓練受講の辞退申出ができる期限を設定してほしい。

疾病等による突発的な事象等により辞退するケースもあるこ
とから一義的に辞退可能日数等設けることは困難です。な
お、受講申込者が正当な理由なく職業訓練の受講を拒否した
場合には、以後一定期間、職業訓練を受講することができな
くなる等の措置を講じております。

10
公共職業訓練（委託
訓練）

就職支援経費の対象となる「就職支援経費就職率」が60％以上又は80％以上となっているが、
本要件を緩和できないか（「4か月以上・週20H以上の労働時間」という就職の定義を撤廃す
る、就職しないことに一定の理由がある場合は分母から除外するなどの要件緩和も含む）。

一定水準以上の雇用期間を要件としていることや就職率に応
じた委託費等の上乗せ措置は、質が高く就職につながる訓練
の実施を目的としております。ご理解いただきますようお願
いします。
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番号 ご意見・ご要望の対象訓練 ご意見・ご要望の要旨 回答

11
公共職業訓練（委託
訓練）

就職状況報告について、訓練生記載書類及び就職先事業所記載書類に加え、都道府県より確認
の連絡が入るという事務スキームとなっているが、多すぎる書面と非効率な確認方法は撤廃す
べきである。

事務手続きの効率化は重要と考えますが、ご指摘については
公的職業訓練の適正な運用を確保するために必要な事務であ
ることについて、ご理解いただきますようお願いします。

12
公共職業訓練（委託
訓練）

都道府県に寄せられる、訓練の運営に関する受講生からの意見や苦情等について、当該意見の
みを聞き入れるのではなく、他訓練生や訓練実施機関の意見も聴取した上で対応方針を決定し
てほしい。

いただいたご意見については、都道府県に情報提供させてい
ただきます。

13
公共職業訓練（委託
訓練）

訓練終了後の清掃（約10分～15分）を当番制で訓練生にお願いしているところ、「清掃は職業
訓練では無いので実施不可」と都道府県からの連絡があった。清掃は訓練生にとって大切な訓
練の一環と考えるため、実施を認めてほしい。
また、同一都道府県内の他の訓練機関では清掃を実施している実態もあり、県内の取扱いを統
一してほしい。

いただいたご意見については、都道府県に情報提供させてい
ただきます。

14
公共職業訓練（委託
訓練）

就職の際に試用期間がある場合、労働条件通知書に記載される契約期間が事業所により異な
る。
例えば、求人票の内容が「契約期間1年、契約更新の可能性あり、試用期間3か月」の場合に、
労働条件通知書が「契約期間3か月、契約更新の可能性あり」となっているケースがあった。
同じ条件で就職したにもかかわらず労働条件通知書の記載が事業所によって様々であるため、
就職支援経費の支給に公平性ないことから、改善してほしい。

就職支援経費は求人票の内容ではなく、実際の雇用契約の条
件に基づき支給しており、質が高く就職につながる訓練の実
施を目的としていることから、一定水準以上の雇用期間を要
件としております。ご理解いただきますようお願いします。
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番号 ご意見・ご要望の対象訓練 ご意見・ご要望の要旨 回答

15 求職者支援訓練 訓練終了後の提出書類の期限に余裕を持たせてほしい。

訓練終了後に機構支部に提出を求めている書類の提出期限に
ついては、訓練実施機関の負担や、求職者支援訓練の適正な
実施のために必要な期間等を考慮した上で設定しているもの
であるため、ご理解いただきますようお願いします。

16 求職者支援訓練
認定申請の際、年度が変わるたびに全ての書類を揃えて提出しないといけないため、様式17で
省略できるよう改善してほしい。

ご指摘の点について検討いたしましたが、同一年度内の書類の提出
を省略可能としている現状においても、翌年度提出した際に不備が
あるケース（運営拠点である賃貸借契約書の契約期限が切れてい
る、サービスガイドライン自己診断表の有効期限が切れている等）
が散見されているところであるため、さらに年度を超えて提出書類
を省略することは困難です。ご理解いただきますようお願いしま
す。

17 求職者支援訓練
訓練時間が正午をまたぐ場合であっても、午後に1時間しか訓練時間がない場合は昼食の時間を
確保しなくても良いこととしてほしい。

ご意見を踏まえ、今後の取扱いについて検討します。

18 求職者支援訓練

6ヶ月の訓練コースを実施した場合、3ヶ月ごとに認定職業訓練実施基本奨励金を申請している。前半3ヶ月
の出席率が100％であった場合、後半3ヶ月の出席率が各月80％未満でも、合計80％を超える出席率で修了
要件を満たすことができるにもかかわらず、後半3ヶ月の基本奨励金は各月80％を切っているので、支給を
受けることができない。
6ヶ月まとめて申請した場合は全期間分の基本奨励金を受給できるのに、3ヶ月ごとに申請した場合は3ヶ月
分しか受給できないことになるため、改善してほしい。

ご意見を踏まえ、どのような取扱いが適切か検討します。
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